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中国労務ネットニュス（令和 7 年 12 月発行） 

Labormanagement.net News  
上海から弁護士向井蘭が中国の労働法制・労働事情を発信！ 

VOL.141 
杜若経営法律事務所 弁護士 向井 蘭 

★ 社会保険未納による年金損害賠償、退職後の「時効」はいつから起算

されるか？ 

中国における日系企業の労務管理において、「社会保険の未納問題」は依然として大きなリスク

要因の一つです。特に、過去の未納期間が長い従業員が定年退職を迎える際、将来の年金受給額が

減ることを理由に会社へ損害賠償を求めるケースが散見されます。 

本日は、2025 年 11 月に報じられた最新の裁判例をもとに、「退職後の年金損失請求における消

滅時効（仲裁時効）」に関する重要な司法判断をご紹介します。企業側にとって非常に重要な「時

効の起算点」に関する判断が含まれておりますので、ぜひご一読ください。 

1. 事案の概要 

【事案】 

ある従業員（朱氏）は 2004年から会社に勤務していましたが、会社は在職中、基本養老保険（厚

生年金に相当）を納付していませんでした。 

従業員は 2017年 3月に定年退職し、年金受給を開始しましたが、会社が保険料を納めていなかっ

たため、自身で加入していた低い等級の年金しか受け取れませんでした。 

【請求内容】 

退職から約 8年が経過した 2025年 6月、元従業員は「会社が保険料を納付しなかったせいで年金

受給額が減った」として、その差額損失（約 18万元＝約 360万円相当）の支払いを求めて労働仲裁

を申し立てました。 

【争点】 

労働争議の仲裁時効は「権利侵害を知った日から 1 年」ですが、この 1 年の起算点はいつ始まる

のかが争点となりました。 

・従業員の主張：年金は毎月支払われるものであり、損失は毎月発生し続けている。したがって

時効は成立していない。 

・会社の主張：退職し、最初の年金を受け取った時点で「損失」は確定しており、そこから 1 年

以内に訴えるべきだった。 

2. 裁判所の判断（企業側勝訴） 

一審・二審ともに、従業員の請求を棄却（時効成立を認定）しました。 

【判決のロジック】 
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1.労働争議の性質：年金損失の賠償請求は労働争議に該当し、仲裁時効は「権利侵害を知った、

あるいは知り得た日から 1年」である。 

2.起算点の認定：従業員は 2017年の退職時に年金受給を開始している。その時点で「会社が保険

料を払っていなかったこと」および「それにより年金額が本来より少ないこと」を認識できた

はずである。 

3.継続性の否定：従業員は「損失は毎月発生する」と主張したが、裁判所は「年金損失は退職時

に予見可能であり、一括請求が可能な性質の損害である」として、時効を月ごとに分断する考

え方を否定した。 

結論として、2017年の退職時点で時効期間が進行し、2018年には時効が完成していたため、2025

年の提訴は認められないと判断されました。 

3. 日系企業への実務的アドバイス 

本判決は企業側にとって有利な結論となりましたが、実務上は以下の点に留意が必要です。 

①「時効」はあくまで手続き上の防御策 

今回の勝訴は、会社が社会保険を適法に納付していたからではなく、「従業員が訴えるのが遅す

ぎた」という手続き上の理由によるものです。 

もし、この従業員が退職直後（1 年以内）に訴えていれば、会社側は約 18 万元（約 360 万円）の

支払いを命じられた可能性が高い事案です。コンプライアンス上の不備が正当化されたわけではな

い点にご注意ください。 

② 過去の「未納リスク」の棚卸し 

中国撤退や M&A、あるいはリストラ等の局面で、過去の社会保険未納問題が顕在化することがよ

くあります。今回の判決により、「既に退職してから数年が経過している元従業員」からの損害賠

償請求については、時効を援用して拒絶できる法的根拠が明確になりました。 

過去に未納の事実がある企業様におかれましては、元従業員からの請求リスクと、現職従業員へ

の対応リスクを切り分けて管理することをお勧めします。 

③ 現職従業員への対応 

現職従業員については、当然ながら時効は進行していません。近年、社会保険料の徴収管理は厳

格化しており、未納状態の放置は延滞金や行政処分のリスクを招きます。適法な納付への是正を計

画的に進めることが、将来の巨額な賠償リスクを回避する最善策となります。 
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